
新興感染症に備えた医療措置協定について
参考資料（表面）

（薬局用）

■改正感染症法（R4.12公布）に基づき、大阪府知事と医療機関（薬局）との間で、新興感染症に係る医療提供に
ついて協議の上、協定を締結

■医療機関（薬局）は、新興感染症の発生・まん延時に、協定に基づいて医療を提供

協定締結までの流れ

令和5年6～８月
事前意向調査

令和5年９月～１１月頃
協定協議（協定書案の確認）
（確認のポイントは裏面参照）

順次
協定締結
（R6.3.31付）

令和6年3月
協定指定医療機関に指定

府ホームページに医療機関（薬局）名等を公表

医療措置協定について

・新型インフルエンザ等感染症
・指定感染症(当該指定感染症にかかった場合の病状の程度が
重篤であり、かつ、全国的かつ急速なまん延のおそれがあるものに
限る）

・新感染症

新興感染症の発生・まん延時に対応すること

・協定締結医療機関（薬局）は、府知事からの要請を
受け、協定に基づき、医療を提供

※医療機関（薬局）が、正当な理由（※）がなく協定の措置を講じてい
ないと認められる場合、府知事は、医療機関（薬局）に対し、
措置をとるべきことを勧告、指示、公表することが可能

（※）正当な理由（一例）
①医療機関内の感染拡大等により、医療機関内の人員が縮小している場合
②ウイルスの性状等が協定締結時に想定していたものと大きく異なり、
患者一人当たりに必要となる人員が異なる場合

③感染症以外の自然災害等により、人員や設備が不足している場合 等

平時から対応すること

年１回以上、協定の措置の実施に関わることが見込
まれる医療従事者等に対する、
・感染症に関する研修・訓練の実施
又は
・外部機関が実施する研修・訓練への参加
の働きかけ

に努める

医療提供に係る予算措置等は・・・

・協定に基づく医療措置に要する費用については、
国の診療報酬や補助金等の予算措置を踏まえ、
府の予算の範囲内において補助

協定指定医療機関として指定されます

・大阪府が基準を満たした医療機関を第二種協定
指定医療機関として指定
（指定基準は、添付の確認書のとおり）

※第二種協定指定医療機関の医療費については、患者の自己負担分
が公費負担の対象

協定締結医療機関名等が公表されます

以下を大阪府のホームページに公表（R６.3末予定）

・医療機関（薬局）名、所在地
・協定締結の内容（服薬指導及び薬剤配送の実施）

裏面の「協定書案」及び「確認書」の確認ポイントを参照の上、書類の確認をお願いします。

※年1回程度、G-MIS等で実施状況等の
報告を求めることがあります

※これまでの対応の教訓を生かすことができる新型コロナへの対応を念頭におく

協定で想定している新興感染症は・・・

協定締結後、協定内容に変更等が生じた場合、大阪府と医療機関間で協議の上対応

※新興感染症の発生・まん延時には、公表可能な電話番号を確認の
うえ、公表する可能性があります



参考資料（裏面）

（薬局用）確認いただきたいポイント

＊事前調査において、「流行初期期間」における医療提供のみご
回答いただいた医療機関においては、流行初
期期間経過後の欄に、流行初期期間の医療提供の内容を転記

しましたのでご確認ください。
＊高齢者施設等への医療提供が可能とご回答いただいた医療
機関においては、障がい者施設等への医療提
供欄に高齢者施設等への医療提供の内容を転記しましたので、

障がい者施設への医療提供が不可の場合
は、その旨をご回答ください。

「協定書案」の確認のポイント

ポイント 黄色箇所の記載内容をご確認ください

【黄色箇所】
・冒頭の医療機関（薬局）名
・第３条（６月の事前調査時の貴薬局からのご回答を反映）
・末尾の医療機関（薬局）名等
（上記以外は、国が示したひな型に基づくため、原則変更不可）

「確認書」の確認のポイント

協定書案（見本）

メールの添付ファイル
「【協定書案】（医療機関名）」
をご確認ください。

確認書（見本）

メールの添付ファイル
「【確認書】（医療機関名）」
をご確認ください。

ポイント① 指定基準を満たしているかご確認ください

「協定書案」及び「確認書」をご確認の上、
送付されたメールアドレスに返信をお願いします。

修正あり
の場合

・添付ファイルに修正箇所を朱書きいただき、返信をお願いします。
・内容確認後、大阪府から連絡する場合があります。

・修正がない旨をメールでご返信ください。
・順次、最終版の協定書を大阪府から送付します。

大阪府コールセンター （「医療措置協定の件で問合せ」とお伝えください）
電話：06－7178－3567 （土曜日・日曜日・祝日含む9：00～21：００）

・確認書末尾の医療機関（薬局）名等の欄について、ご確認ください。

・指定基準に該当しない場合、協定を締結することができません。
・指定医療機関への指定には、開設者の同意が必要となります。
必ず、貴薬局において、協定締結も含めて開設者の同意を得るように
してください。

ポイント② 黄色箇所の記載内容をご確認ください

「高齢者施設等への医療提供が可能」とご回答いただいた薬局に
おいては、府において、「障がい者施設等への医療提供」の欄に
高齢者施設等への医療提供の内容を転記しています。

相談窓口

修正なし
の場合

①から③について、併せてご確認ください

注意
①

「流行初期期間のみ医療提供が可能」とご回答いただいた薬局
においては、府において、「流行初期期間経過後」の欄に、流行初期
期間の医療提供の内容を転記しています。

注意
②

注意
③

「電話又はオンライン診療による服薬指導が可能」で「薬剤配送は
不可」とご回答いただいた薬局においては、府において、「薬剤配
送」欄に「可能」と記載しています。（※薬剤配送は郵送等を想定）


